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１．道路の基本的な役割
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道路の基本的な役割 3

※出典 ：国土交通省HP
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２．道路の種類
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※出典 ：国土交通省HP
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道路とは 6

※出典 ：国土交通省HP

北海道には無い
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３．道内の道路現況
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資料：道路統計年報２０２０
国土交通省道路局
（平成３１年３月３１日現在）

舗装率：舗装済延長／実延長

改良率：車道幅員5.5m以上改良済み延長／
実延長
（市町村道は整備済み延長＝

改良済み延長）
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４．道路法について
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道路法（昭和二十七年六月十日法律第百八十号）
最終改正：令和三年六月二十日法律第九号

（この法律の目的）
第一条 この法律は、道路網の整備を図るために、道路に関して、路線の指定及び認定、管理、構造、保全、費用の負担区分等

に関する事項を定め、もつて交通の発達に寄与し、公共の福祉を増進することを目的とする。
（道路の種類）
第三条 道路の種類は、左に掲げるものとする。

一．高速自動車国道 二．一般国道 三．都道府県道 四．市町村道
（市町村道の意義及びその路線の認定）
第八条 第三条第四号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がその路線を認定したものをいう。
（路線の認定の公示）
第九条 都道府県知事及び市町村長は、第七条又は前条の規定により路線を認定した場合においては、その路線名、起点、終

点、重要な経過地その他必要な事項を、国土交通省令で定めるところにより、公示しなければならない。
（市町村道の管理）
第十六条 市町村道の管理は、その道路が存する市町村が行う。
（道路の構造の基準）
第三十条 高速自動車国道及び国道の構造の技術的基準は、次に掲げる事項について政令で定める。

一．通行する自動車の種類に関する事項 二．幅員 三．建築限界 四．線形 五．視距 六．勾配
七．路面 八．排水施設 九．交差又は接続 十．待避所 十一．横断歩道橋、さくその他安全な交通を確保す
るための施設 十二．橋その他政令で定める主要な工作物の自動車の荷重に対し必要な強度 十三．前各号に掲げる
もののほか、高速自動車国道及び国道の構造について必要な事項

２ 都道府県道及び市町村道の構造の技術的基準（前項第一号、第三号及び第十二号に掲げる事項に係るものに限る。）
は政令で定める。

３ 前項に規定するもののほか、都道府県道及び市町村道の構造の技術的基準は、政令で定める基準を参酌して、当該道路
の道路管理者である地方公共団体の条例で定める。

（道路の維持又は修繕）
第四十二条 道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努め

なければならない。
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（道路の管理に関する費用負担の原則）
第四十九条 道路の管理に関する費用は、この法律及び公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法並びに他の法律に特別の規定が

ある場合を除くほか、当該道路の道路管理者の負担とする。
（道路に関する費用の補助）
第五十六条 国は、国土交通大臣の指定する主要な都道府県道若しくは市道を整備するために必要がある場合、第七十七条の規

定による道路に関する調査を行うために必要がある場合又は資源の開発、産業の振興、観光その他国の施策上特に道
路を整備する必要があると認められる場合においては、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、当該道
路の新設又は改築に要する費用については、その二分の一以内を、道路に関する調査に要する費用についてはその三
分の一以内を、指定区間外の国道の修繕に要する費用についてはその二分の一以内を、道路管理者に対して、補助す
ることができる。

（道路の付属物の新設又は改築）
第八十五条 国道に付属する道路の付属物の新設又は改築は、国土交通大臣が自ら行う国道の新設又は改築に伴う場合を除き、

当該国道の道路管理者が行う。
２ 都道府県道又は市町村道に付属する道路の付属物の新設又は改築は、当該都道府県道又は市町村道の道路管理者が

行う。
３ 道路の付属物の新設又は改築に要する費用は、道路の付属物の新設又は改築が国道の新設又は改築に伴うものであ

る場合においては、当該国道の新設又は改築に要する費用を負担する者がその負担の割合に応じて負担し、その他の
場合においては、道路管理者が負担する。

（道等の特例）
第八十八条 国は、道の区域内の道路については、政令で定めるところにより、道路に関する費用の全額を負担し、若しくはこ

の法律に規定する負担割合若しくは補助率以上の負担若しくは補助を行い、又はこの法律に規定する以外の負担若し
くは補助を行うことができる。地勢、気象等の自然的条件がきわめて悪く、且つ、資源の開発が充分に行われていな
い地域内の道路で政令で指定するものについても、同様とする。

２ 国土交通大臣は、前項の規定により国が道の区域内の道路について、新設又は改築に要する費用にあってはその四
分の三以上で、維持、修繕その他の管理に要する費用にあってはその二分の一以上で政令で定める割合以上の負担を
行なう場合において、国の利害に特に関係があるときは、政令で定めるところにより、道路管理者の権限の全部又は
一部を行なうことができる。

３ 前項の規定により国土交通大臣が道路管理者の権限の全部又は一部を行なう場合においては、道又は当該市町村道
の存する市町村は、政令で定めるところにより、第四十九条の規定に基づく負担金を国庫に納付しなければならない。
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５．市町村道係の業務について
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「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」により、補助金に係る予算
の執行の適正化に関する法律及び同法施行令が改正され、平成１２年度から補助金等の交
付に関する事務の一部を、都道府県知事が行なうことについては、法定受託事務とされた。
都道府県知事が国に代わり行う法定受託事務の範囲は、下記のとおり。

①交付申請書の受理（第５条）
②交付申請に係る各種書類等の審査及び必要に応じた現地調査（第６条第１項・３項

第７条第１項）
③補助金等の全部又は一部に相当する金額の納付命令（第７条第２項）
④補助金等の交付申請の取下げの受理（第９条第１項）
⑤遂行状況に関する報告の受理（第１２条）
⑥補助金等の遂行命令等（第１３条第１項）
⑦補助金等の遂行の一時停止命令（第１３条第２項）
⑧補助事業等の実績報告書の受理（第１４条・第１６条第２項）
⑨補助金等の額の確定及び通知（第１５条）
⑩補助金等の是正措置命令（第１６条第１項）
⑪額の確定に伴う補助金等の返還命令（第１８条第２項）
⑫交付決定の取消等の理由の提示（第２１条の２）
⑬執行の適正を期するための報告の徴収・立入検査・関係者に対する質問（第２３条第１項）

なお、この他に、要望のとりまとめについても、管轄する都道府県が国に代わり行う。
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（4月上）（4月上）
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６．市町村道事業の予算推移
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※ 札幌市を除く178市町村事業費

市町村道事業予算の推移（要望額と内示額）
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７．市町村道事業の現状と課題
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・北海道の道路において、地域住民の生活に密着した市町村道の延長（除く札幌市）は 65,981.2 km と長いが、舗装率は
57.9％と極めて低い状況にある。（道路現況調書：令和2年4月1日現在）

・市町村においては、これまで多様化する住民ニーズや施策事業とのバランスを考慮しながら、改築事業主体に重点化を
図ってきた経緯もあるが、現状では道路施設の的確な老朽化対策、通学路等の生活空間における安全・安心の確保等を重点
的に実施していく必要が高まっていると考えられるが、特に、橋梁の老朽化対策において、1巡目点検において、判定区分
Ⅲ・Ⅳと判定された橋梁の着手率が令和7年度までに目標の７３％に達しない予定の市町村があり、その理由として、市町村
における財源確保等など、様々な理由で着手率が伸びない理由となっている。一方、住民要望を踏まえた生活道路整備や、
防災対策、冬期間の安全確保等の進捗を図る必要もあり、総合的かつ安定的な予算確保が課題となっている。

・平成21年創設の地域活力基盤創造交付金により、採択要件の緩和や、市町村道における除雪事業と関連事業（効果促進事
業）の実施が可能となり、交付金活用市町村が増加した。その後、橋梁長寿命化修繕事業の実施が事実上必須となり、令和2
年度より道路メンテナンス事業補助、令和4年度より通学路補助が創設され、現在ではほぼ全ての市町村が補助事業を活用す
ることとなっている。

所管別道路整備率表
道路現況調書（R３.4.1現在）

補助金及び
交付金両方
を要望して
いる市町村
数は14４

R2より

補助事業へ移行した
ため減少
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○老朽化対策（橋梁）における現状と課題

市町村道における橋梁の老朽化対策状況（1巡目点検（2014年～2018年））で判定区分Ⅲ・Ⅳと判断された橋梁につ
いては、その着手を令和7年度までに７３％を目標に掲げているが、令和4年5月に確認した結果、市町村によっては、
令和7年度の着手率が７３％に達しないことが想定される。

市町村に理由を確認した結果、市町村の裏負担に伴う財政的な課題、2巡目点検の結果、１巡目で判定区分Ⅲの橋梁が判
定区分Ⅱになるよう、単独費により維持補修を行う等、修正されたことなどを理由にあげています。

その他の理由として、廃橋（廃道）の予定となっているため、修繕に着手していない、現在修繕を行っている長大橋の
完成に時間を要する理由を挙げている。

その他人員不足や、他官庁（森林管理署）で修繕を実施することになっているが、他官庁の予算が付かず実施できない状
況にあるとの回答が寄せられている。

※全国道路施設点検データベースに正しいデータが入力されているか確認することが重要！

【今後の対応】

最も多い市町村の財政的な課題に対しては、一部の市町村から「補助率を上げて欲しい」という意見もあった。
2巡目点検で判定区分がⅢからⅡに変わったものは、市町村の維持補修等で判定区分がⅡに変わっているが、1巡目点検

の判定結果を変更していないため、次回のシステム入力時に修正することで着手率を上げることが可能となる。
廃橋予定については、橋梁の集約化撤去ができず、単純撤去になるため、補助事業では対応できない山奥の橋梁に多い傾

向のため、補助事業での単純撤去の要件緩和で補助事業での単純撤去ができれば、未着手の橋梁を減らすことができるた
め､着手率を上げることが可能となる。

＜単純撤去の要件＞ 河積阻害・桁下高不足
＜集約化撤去の要件＞ 集約化先橋梁・道路の規格に合った改築が前提、集約先の道路区域設定等の措置が必要。

以上、市町村における着手率の上昇に向けては、市町村の対応だけでは無く、必要な制度の緩和なども併せて対応するこ
とで着手率の向上が見込まれる。→北海道開発局（国）にはヒアリング時に説明。

※道路メンテナンス補助事業のＲ５本要望額を改要望で増額する場合は事前に相談願います。（減額は不可）
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○通学路の交通安全対策（Ｒ４から補助事業化）

生活道路である市町村道は、法指定のほか学校指定通学路として利用されることも多いが、歩道が未整備であったり、道路
幅員が狭いなど、自動車・自転車・歩行者が錯綜する状況が見られ、通学児童・生徒の安全が確保されていない現状が見られ
る。令和3年度に実施した通学路の緊急合同点検において、市町村道の道路管理者による対策必要箇所は、329箇所確認され
ており、その内160箇所（４９％）は、令和3年度までに対策が完了するものの、令和5年末まで、285箇所（８７％）の対
策が完了する予定となっている。

引き続き市町村へは、要対策箇所は補助事業での要望を行い速やかに対策を実施するよう指導。

進捗状況 対策箇所数 単独事業箇所等 交付金事業箇所 個別補助事業箇所

R3完了（R4.3月末） 160 154 6

R4完了予定 94 88 5 1
R5完了予定 31 23 5 3
R6完了予定 13 5 5 3
R7完了予定 10 2 7 1
R8完了予定 5 1 3 1
R9完了予定 4 1 3
R10完了予定 3 2 1
R11以降完了予定 7 1 6
対策内容調整中箇所 2

合計 329 275 42 10

市町村道における要対策箇所（R4.3.31現在）

旭川市の状況

函館市の状況

市町村への聞き取りでは、補助事業として実施予定の箇所は全体で10
箇所であったが、令和5年度概算要望における補助事業要望は１９箇所
となり、補助事業での事業実施が進んでいる。
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○冬期間の安全確保

冬期間の安全確保のための除雪・除雪機械更新等は積雪寒冷地域において非常に重要であるが、予算上の制約等により対策
が遅れたり、機械の更新・増強を先送りせざるを得ない自治体も出てきているのが現状であり、冬期間も含めた防災対策の進
捗や除雪体制維持のため、予算の確保が重要な課題となっている。

上 ： 視程障害状況（士幌町）
中段 ： 防雪柵設置効果状況（遠別町）
下 ： 吹きだまり発生状況（遠別町）

要望台数のうち24台
（28%）は購入見送り

↓
予算確保が課題

除雪機械更新等台数・事業費（台、百万円）

除雪機械：除雪ドーザ
（当別町（平成７年購入））
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購入金額の不足分は､
市町村の単独費を補填

除雪機械の購入は、全て交付
金で賄えるよう、要望順で購
入出来るような制度を求める
市町村もある状況。
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８．交付金事業について
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交付金事業について 23

令和2年度までの整備計画
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Ｐ３６ 国土強靱化地域計画に基づく事業要件 24

・国土強靱化地域計画に基づく事業であって、国土強靱化地域計画等や道路整備プロ
グラムに事業内容が明記されている事業※2

ⅰ）重要物流道路の脆弱区間の代替路や災害時拠点（備蓄基地・総合病院等）への補
完路として、国土交通大臣が指定した道路の整備事業

ⅱ）災害時にも地域の輸送等を支える道路の整備や防災・減災に資する対策のうち、
早期の効果発現※1が見込める事業

※1：早期の効果発現とは、３年以内（令和６年度末まで）に供用する事業とする。
⇒特に3年目となる事業は、補正を積極的に活用し、事業完了を目指してください

※2：道路施設に関する長寿命化修繕計画（個別施設計画（橋梁））が未策定の地方公共団体を
除く。（R5年度からの措置）

１要素事業の全体事業費が都道府県・政令市：５億円、市町村：１億円以上を対象とする。

※但し、雪寒法に基づき雪寒指定道路で実施する雪寒事業（除雪は除く）については、上記の規
模要件によらず対象とする。

３６パッケージの事業要件について（要望留意点より抜粋）



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

交付金整備計画について 25

※出典 ：国土交通省HP
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９．補助事業について
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計画的かつ集中的な老朽化対策とは 27

個別補助化により計画的かつ集中的な支援が実施されておりますが、その内容は以下の資料のとおりです。

上記資料内容から、計画的かつ集中的な老朽化対策とは、令和７年度迄に判定区分Ⅲ・Ⅳについて計画的な修繕着手
が必要であり、当初計画していたメンテナンスサイクルを構築・予防保全による対策へ転換することになります。

点検後５年以内に修繕着手する必要性に
ついては以下の「道路橋点検要領‐平成
31年2月」から読み取ることができます

道路橋点検要領‐平成31年2月
国土交通省 道路局 P3より

－ 令和3年度 国土交通省 プレスリリースより －
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Ⅰ 個別事業の整備状況

・ 1巡目点検でランクⅢ,Ⅳの判定がされた橋梁の内、R７年度までに設計着手できる割合は、累計で約66%であり、
全体で見ると現段階では目標の73%は届かない状況である。
市町村別では、73％の目標達成見込みは141市町村（79％）、残りの37市町村（12％）は達成できないと回答
⇒ 市町村財政が不足しているため見通しがたたない。

道路メンテナンス事業に充てる予算が決まっているため、年度別の着手施設数は横ばいに推移している。
⇒ 措置を講じる施設数の数が多く、事業費算出が困難。（又は計画が立てられない。）
⇒ 廃道・撤去を検討しているが、地元との調整等見通しが立っていない。

施設数

対策済 R4 R5 R6 R7 R8以降
事業着⼿施設 1456 191 175 195 170 1142
事業着⼿割合 44% 49% 55% 61% 66% 100%

着手施設数は横ばいを推移

着手済
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道路メンテナンス補助事業（予算要望） 29

Ⅰ 個別事業の要求内容

・ R5概算要望の修繕等の対策に係る事業費の合計は約143億円となり、R4要望額113億円との対前年比は、
1.27となっている。R5年度は2巡目点検の最終年度であり、点検の要望額が減となる分、修繕等が推進されて
いる。対前年１以上の要望とはなっているが、Ⅲ・Ⅳの施設に対して「修繕着手率」７３％を目指すにあたり、
さらなる要望が必要である。

・ 市町村のR5年度概算要望では、ランクⅢ,Ⅳの措置が完了し予防保全に移行した市町村が増えているため、
ランクⅡの要望施設数も増加している。

百万円

R4施設数 R5施設数
Ⅱ 85 100
Ⅲ 432 502
Ⅳ 7 10
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道路メンテナンス事業補助制度要綱の改定（R4.3.31）に伴い、

以下に示す橋梁について、当該補助事業で単純撤去が可能と
なりました。 （以下、要綱抜粋）

「別紙」記載内容を踏まえ、該
当する橋梁がある場合は、単
純撤去での要望が可能となり
ます。
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31道路メンテナンス補助（単純撤去）
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32

道路メンテナンス事業補助において、橋梁を撤去し、盛土構造
にすることも「更新」として実施可能となりました。

事例）跨線橋として架橋していたが、鉄道が廃線となり、
構造物として維持管理する必要がなくなった場合

既設断面

新設断面

○留意事項

・老朽化対策であるため、ラン
クⅢ,Ⅳの施設であること。

・「更新」としての要望となるた
め、LCC比較検討資料が必須
となります。

・橋梁撤去後の盛土構造への
道路改良も補助対象となりま
す。

架橋時は鉄道が走ってい
たが、廃線となり橋梁であ
る必要がなくなった

橋梁を撤去し、盛土構造に
道路改良を実施

道路メンテナンス補助（単純撤去）
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橋梁点検の一括発注及び跨線橋等ＪＲ委託工事 33

【地域⼀括発注】︓H26〜R3まで88市町村 10,695橋で実施

＜北海道における地域一括発注の状況＞
〇平成26年度 3市町村で実施 （100橋）
〇平成27年度 16市町村で実施 （448橋）
〇平成28年度 73市町村で実施 （2,737橋）
〇平成29年度 63市町村で実施 （2,417橋）
〇平成30年度 38市町村で実施 （696橋）
〇令和元年度 33市町村で実施 （691橋）
〇令和 2年度 45市町村で実施 （1,326橋）
〇令和 3年度 68市町村で実施 （2,301橋）
〇令和 4年度 57市町村で実施 （1,621橋）予定

【⼀括発注を活⽤するメリット】
・設計書作成や協議に時間がかからない
（技術職員不⾜）
・跨線橋の場合、協議に時間を要するため
⼀括発注により協議がスムーズに進む。

・診断結果に誤差が⽣じづらい。

【⼀括発注を活⽤していない理由】
・職員の技術⼒確保や技術⼒向上のため
・地元業者への受注機会確保

ＪＲ北海道等の鉄道事業者への委託工事等について、協議の遅延や本社対応or
保線所、見積もり金額の乖離等でお困りの点がありましたら、地方連絡会議等で
申し入れすることも可能となりますのでご相談ください。

【JR北海道へ委託⼯事】

積極的な活用をお願いします。
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長寿命化修繕計画（個別施設計画の策定） 34

【道路メンテナンス事業補助制度における⻑寿命化修繕計画の記載内容確認】

○補助要綱附則（令和２年３⽉３１⽇付け国道国技第１５２号）
３において「⻑寿命化修繕計画の策定については、令和４年度までに⾏うこととする。」と
経過措置期間が設けられています。

○令和４年度中に補助要綱に合致する⻑寿命化修繕計画を策定していない場合は、令和５年度以降
補助要件を満たさない。とされています。

○⻑寿命化修繕計画の確認者は、道路メンテナンス会議で以下の通り定められています。
北海道・札幌市︓北海道開発局（地⽅整備課）
市町村 ︓北海道（道路課市町村道係）

○現在、数市町村において、⻑寿命化修繕計画の確認が完了していない市町村があります。
確認作業において、ほとんどの場合、記載内容の修正等に伴い時間を要する場合もあるため、
本要望時期までの確認依頼をお願いしていましたが、改要望等年度末の業務多忙時期となり
確認作業に時間を要する場合がありますので、できるだけ早く確認依頼をお願いします。

○注意点︓令和５年度のメンテナンス補助⾦を交付されたにも関わらず、後の確認で令和４年度中
に補助要綱に合致する計画を策定出来なかったことが確認された場合は、国費の返還を求める可能性
があります。

○短期的な数値⽬標及びそのコスト縮減効果について、個別施設計画に記載する地⽅公共団体が
令和７年度までに１００％となるよう、国では取り組んでおり、それを記載している場合は、道路
メンテナンス事業補助制度における優先的⽀援の対象となりますが、ごく⼀部の市町村において、
記載されていないため、記載したい場合は急ぎご連絡ください。
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ランクⅣ判定の橋梁等を確認した場合 35

【橋梁点検等によりランクⅣの橋梁等を確認した場合】

○国⼟交通省からの事務連絡（平成２７年２⽉１８⽇付け）抜粋

●判定区分Ⅳ（緊急措置段階︓構造物の機能に⽀障が⽣じている、⼜は⽣じる可能性が著しく⾼く、
緊急に措置を講ずべき状態。）とされた施設について。

⇒ 緊急的な措置が必要な状況であることから、通⾏⽌め、通⾏規制等の緊急対応を実施した後、
その措置⽅法を速やかに道路メンテナンス会議事務局に報告してください。

⇒ 措置⽅法については、「緊急修繕」「更新」「撤去」のいずれかより選択するとともに、
その実施時期を明確にしてください。
なお、措置⽅法の選定が困難な場合がありましたら、メンテナンス会議事務局へご相談ください。
報告内容については、取りまとめて公表する予定です。

※上記事務連絡の通り、Ⅳ判定が確定した段階で，通⾏規制等の措置をとった後、その状況を振興局や
道路メンテナンス会議事務局である、道庁道路課市町村道係へその都度、速やかに報告願います。
報告に遅れが無いように、橋梁等の点検コンサルタントにも依頼をお願いします。
（北海道建設技術センターによる⼀括発注業務は、Ⅳ判定が確定した場合、センターからもⅣ判定
の報告を道庁に上げてもらうことになりましたが、各市町村からも遅延無く報告願います。）
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通学路緊急対策補助 36

※出典 ：国土交通省HP
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１０．無電柱化推進計画と２年前通知
について
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無電柱化推進計画① 38

○無電柱化推進計画の策定について

1.新たな無電柱化推進計画（８期計画）

目標延長 令和３年度から５年間で全国4,000km

内北海道：１２０km（直轄６４km 地方道５６km）

①防災 ②安全・快適

④建柱抑制③景観・観光

市街地の緊急輸送道路や津波避難路のほか、
防災拠点とのアクセスルートを抽出し、広域災害
時でも効果的な応援・受援のためのネットワーク
を確保

バリアフリー重点整備地区内の特定道路

地方公共団体が設定する景観形成地区

重要施設等の周辺地区

日本風景街道（シーニックバイウェイ）

無電柱化法12条による新設電柱抑制の観点よ
り道路事業に併せて行う無電柱化区間

整備延⻑
【km】 ①防災 ②安全・円滑 ③景観・観光 ④建柱抑制

直轄 64.04 43.9 0.0 6.5 13.7
地⽅道 56.43 42.9 2.1 9.9 1.6
北海道合計 120.47 86.7 2.1 16.4 15.3
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無電柱化推進計画② 39

○ 次期計画候補区間リスト（市町村道抜粋）【8期候補予定箇所】

・北広島市・函館市・ニセコ町がリストアップされているが、各事業の工事着手目標が2025年（R7）と

なっており、電線管理者との概ね合意しているため、事業着手に向けた調整を今後行う予定。

※該当路線の内、ニセコ町の路線で変更を予定している。（無電柱化協議会（事務レベル会議で検討中））

始点住所 終点住所

④市区町村道 北広島市 ボールパーク1号線 北広島市共栄 北広島市共栄 0.8 0.8

④市区町村道 北広島市 ボールパーク2号線 北広島市共栄 北広島市共栄 0.1 0.1

④市区町村道 函館市 市道幸坂通 函館市弁天町17-10 函館市船見町12-1 0.64 1.28

④市区町村道 函館市 市道弥生坂通 函館市弁天町15-16 函館市船見町7-29 0.55 1.1

④市区町村道 函館市 末広８号線 函館市末広町18-30 函館市元町17-8 0.28 0.56

④市区町村道 函館市 市道東雲広路 函館市大手町17 函館市東雲町6 0.16 0.32

④市区町村道 ニセコ町 一号線 虻田郡ニセコ町字曽我634-102 虻田郡ニセコ町字曽我22-1 2.40 2.40

④市区町村道 ニセコ町 ニセコ登山道路 虻田郡ニセコ町字ニセコ431-8 虻田郡ニセコ町字ニセコ480-5 1.30 1.30

 道路延長【km】  整備延長【km】道路種別 市区町村 路線名
整備区間

○ 建柱抑制（無電柱化法第12条）

事業の実施に併せて制限：道路事業に併せて行う無電柱化区間（主に道路の新設・改築・修繕）

→新たに道路占用される電柱、既設電柱が事業に伴い移設依頼を行い、道路敷地内へ移設となるも

のは、無電柱化を推進することとなる。
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道路事業等に伴う２年前通知 40

□ 道路法施行規則
（平成31年4月1日改正）

道路事業や市街地開発事業等の実施に
際し、技術上困難と認められる場所以外
は新たな電柱設置を禁止。

□ 無電柱化の推進に関する法律
第12条

道路事業や市街地開発事業等が実施さ
れる場合には、電柱又は電線を道路上に
おいて新たに設置しないようにする。

□ 無電柱化に向けた対応手順

① 事業の内容から電線類の地下
埋設について、道路管理者が
電線管理者へ事前に相談等を
行い総合的に判断する。

② 道路管理者、電線管理者によ
り技術上可能と判断した場合
各（総合）振興局を通じ、本
庁（都市環境課・道路課）へ
報告し、本庁より回答を貰う。

③ 本庁からの回答後、電線管理
者管轄事業所へ通知を行う。
（2年前通知）
Ｒ４着手工事はＲ１までに通知が基本

④ 電線管理者本社へ管轄事務所
から報告があり、本庁からも
市町村からの報告を共有する。

① 技術上困難と認められる場所

・掘削の深さが浅い箇所
・延長が無電柱化するには短い箇所
・工事着手の2年前までに通知されていない箇所
（電線管理者の予算の確保、設計等の準備期間）

・構造その他の事情に照らし技術上困難と認められる場所
（道路の幅員が著しく狭い、既設埋設占用物件が多数など）

※上記の観点から道路管理者、電線管理者により判断し、通知
対象事業を決定する。

□ 2年前通知は慎重に。

電線管理者への2年前通知を行うと、道路事
業に併せた無電柱化に係わるリストに記載さ
れ、本庁及び電線管理者の間で④共有される
ため、事前に電線管理者と技術上の判断を的
確に行い、事業化が明確となってから、行うこ
とが必要。

①

③

④

④

③

②
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占用制限について③ 43

○令和4年度における占用制限措置の対応スケジュール（予定）
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１１．除雪事業について
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市町村道の除雪

交付対象
雪寒指定路線に該当している市町村道の除雪費
雪寒指定路線を除雪するための除雪機械

車道除雪

事業のイメージ

道路の堆雪幅を確保する
ための拡幅除雪

道路の運搬排雪 防雪事業
（ ス ノ ー シ ェ ッ ド ）

積雪寒冷地

国費率
除雪事業 －－－２/３
除雪機械 －－－２/ 3

幹線及び⼀般市町村道は普通交付税及び特別交付税を活⽤し除雪を実施。
雪寒指定路線については、防災・安全交付⾦で実施することが可能。（除雪機械の購⼊も可能）
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市町村道除雪制度の概要 46

全国的な豪雪で、地⽅財政全体の措置だけでは間に合わない場合には、「幹線市町村道除雪費補助の
臨時特例措置」（補助率１／２）が措置される場合がある。

令和３年度を含め、昭和５２年度以降１５回ほど市町村道除雪へ補助された経緯がある。

幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置について
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１２．Ｒ４前倒し執行可能額調査
（補正予算）について
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Ｒ４補正予算について 48

【市町村道事業におけるＲ４前倒し執行可能額調査（補正予算）】

＜１．Ｒ４補正のスケジュール＞

○Ｒ４追加執行可能額調査：令和４年１０月上旬
○Ｒ４補正内定通知：１２月２日

＜２．Ｒ４補正予算の執行の条件＞

○Ｒ４年度の予算であるため、執行は年度内に入札や契約することが原則。（用地補償等は年度内契約が原則）
○Ｒ４補正予算は、Ｒ４年度に繰越して執行することが可能。（Ｒ５年度への繰越は不可）

＜３．Ｒ４補正の充当状況＞

○補助事業：道路メンテナンス補助事業と交通安全補助（地区内連携）で９６％の充当率。（道路メンテナンス補助事業で、点検と計画策定が配分無し。）
○交付金事業：防災・安全交付金：Ｐ３２（非重点）で６９％、Ｐ３６（重点）で９９％と高配当

社会資本整備総合交付金：Ｐ３４（非重点）で１５％と低調
※当初予算の低い充当率を補うことからも、次年度以降も補助事業（特に判定区分Ⅲ及びⅣの修繕事業）及び交付金事業の要望が肝要です。

＜４．補正予算のメリット＞

○２月又は３月の発注により、本工事や委託業務において、適期施工（作業）が可能。（早期の発注により、冬期経費の削減等も図れる。）
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補正予算の活用例 49

【市町村道事業におけるＲ４前倒し執行可能額調査（補正予算）】

＜５．交付金事業の予算要望の一例＞

１）当初予算での要望例

○100百万円の事業費の要望
過疎地域の場合
市町村の実質負担：12百万円
国費＋交付税措置：88百万円

２）当初予算で充当率４０％の場合

○事業費が40百万円へ減少
未配分60百万円は次年度事業か
単独費による執行が必要。
事業の進捗遅れが発生する。

３）補正予算の活用

○未配分60百万円は補正予算で要望
Ｒ３補正予算時は充当率１００％。
市町村の実質負担：17百万円
国費＋交付税措置：83百万円

補正予算の活用で、当初予算と
同額の国費を確保することが可能。

＜６．補正予算の準備＞

○補正予算は、毎年前倒し執行の可能額調査などの名称で、聞き取りあるため、当初予算の査定された事業費については、補正予算で要望するよう
財政部局と協議・調整を早い段階から行い、調査依頼が来たら、すぐ回答できるよう準備をお願いします。

＜７．まとめ＞

○補正予算は充当率が高く、補助事業の進捗や交付金事業の低充当率を補うためにも、積極的に活用することが必要。
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補正予算の要望状況 50

【参考：Ｒ４前倒し執行可能額調査での要望状況】

＜１．補助事業（開発予算枠）＞

○道路メンテナンス補助事業：１１市町村（札幌市を除く１７８市町村の内、約６％）
○通学路補助事業 ： ２市町村（札幌市を除く１７８市町村の内、約１％）

＜２．防災・安全交付金事業（全国枠）＞

○Ｐ３８（重点計画） ： ０市町村
○Ｐ３６（重点計画） ： ７市町村（札幌市を除く１７８市町村の内、約４％）
○Ｐ３２（非重点計画）： ７市町村（札幌市を除く１７８市町村の内、約４％）

＜３．社会資本整備総合交付金（全国枠）＞

○Ｐ３４（非重点計画）： ９市町村（札幌市を除く178市町村の内、約５％）

※全道178市町村の内、約１７％の３１市町村より補正予算の要望が寄せられている状況。

＜４．市町村道事業に関する各種要望（期成会要望等）＞

○例年、各期成会等（20を超える地域や団体）より、市町村道事業に伴う要望を受けており、その主な要望は以下の通り。

１）補助事業や交付金事業の予算措置
２）市町村への技術的支援

○要望事項の内、１）補助事業や交付金事業の予算措置については、北海道開発局へのヒアリング時などに伝えております。

※期成会等の要望で多くの地域や団体より、補助事業や交付金事業の予算措置が求められています。

補助事業は当初予算で、９割を超えほぼ満額に近い充当率となっていますが、交付金事業においては、工種によって３割～４割の充当率と低いため、
当初予算で、国費の確保が出来ないため、Ｒ４前倒し執行可能額調査（補正予算の調査）での要望を積極的にお願いします。

【当初予算】 交付金の充当率が低い。

【期成会等要望】 予算措置を要望！

【補正予算】 当初予算の査定分を
補正予算で要望！
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１３．事業調整と不用額対策
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○フロー図

全体額の変更無

※１

※１　１箇所の取扱い

　　１）道路メンテナンス事業：１事業主体個別施設計画毎を１箇所とする。

　　２）交通安全対策（地区内連携）：１事業主体１地区１箇所とする。

３）無電柱補助：１事業主体１計画毎とする。

４）交通安全対策（通学路緊急対策）：１事業主体１計画１箇所とする。

（橋梁・トンネル・道路附属物・交安等の箇所への流用は認可変更となる。）

○留意事項

①　事業主体間の流用については原則認めない。

②　経費の配分の変更（「軽微な変更」）

③　内容の変更

　　　　■道路メンテナンスで下記に該当する場合は、認可変更となる。

　　　　　　　１）　内示で配分されていない路線又は、施設を増やす場合。（工事）

　　　　　　　２）　内示で配分のあった路線又は、施設を全く実施しない場合。（工事・委託全て）

　　　　　（点検・計画策定は工事ではないため、点検橋梁数が変更となっても認可変更にならない。）

　　　　　（次年度以降に予定している優先度の高い新たな施設の設計前倒しは認可変更にならない。）

　　　　　（修繕から更新への変更は認可変更にならない。なお、変更内容の事前協議が必要。）

　　　　■交通安全対策（通学路緊急対策）の実施で下記に該当する場合は、認可変更となる。

　　　　　　　１）　内示で配分されていない要素事業を新設する場合、又は配分された要素事業を廃止する場合。

①　経費の配分の変更

軽微な変更 軽微な変更

変更無

１箇所の事業費計

②　内容の変更

１事業主体

変更有

認可変更

留意事項③ １）～２）
いずれかに該当

留意事項③  １）～2）
全てに該当しない

認可変更

事業調整（不用額対策） 52

○補助事業における認可変更について
軽変により実施可能なケース

・内示で配分されていない新たな
施設の設計をする場合

・内示で配分のあった施設の費
目間の流用

・内示で配分のあった施設間の
流用（全く実施しなくなる場合を
除く）

その他留意点

・市町村間の流用については原則できないた
め、不用額を出さないよう予算執行してくださ
い。

・認可変更となる場合は、交付決定日まで変更
分の予算執行することができません。

・修繕から更新への変更は認可変更の対象外と
なりましたが、LCC比較検討資料と様式5を整理
した上で事前協議が必要となります。
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事業調整（不用額対策） 53

○補助（通学路緊急対策）の予算流用について

・内容の著しい変更を伴う場合を除き、交付決定単位（事業主体毎）内の予算流用に
ついては、軽微な変更で実施可能です。

・道路事業⇔街路事業間での流用はできません。

・交付決定単位での交付決定額の変更（増額・減額）については、全体での調整は行
いませんので、不用額が出ないよう努めてください。やむを得ない場合は個別にお問
い合わせください。
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事業調整（不用額対策） 54

○認可変更（補助事業）

令和4年度 第２回認可変更の状況

複数の市町村から、減額要望及び増額要望も寄せられており、裏負担の確保が可能な場合
不用額とならないように流用を実施いたしました。

【不用額対策方法】
・繰越を行う。（Ｒ４予算→Ｒ５予算へ）
・次年度予定事業を前倒し発注する。（工事・設計･点検等）
・発注時期の調整。（複数の事業がある場合、１本だけ発注時期を遅らせ調整する。）
・設計変更で増額が可能となる内容を再確認し、設計変更を行い執行する。

【不用額の理由】
・材料の調達に時間を要している。→繰越にて対応可能。
・積算の結果、想定より低額で発注が可能。→予算要望時に積算するなど精度の向上。
・入札差金（執行残）が発生したため。→入札差金は必ず発生するため理由にならない。

入札差金も考慮した予算要望が必要。

※不用額が発生した場合、国土交通省はどこの都道府県、市町村がどれだけ不用額を
出しているか把握している。
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事業調整（不用額対策） 55

○交付金事業における事業調整について

変更申請の考え方

１市町村において、同一パッケージの合計事業費に増減があった場合、パッケージ内全ての
要素事業が変更申請の対象となります。

※上記以外の同一パッケージ内の要素事業間の流用や費目間の流用については軽微な変
更により執行可能です。

留意点
・重点パッケージ（３６Ｐ・３８Ｐ）については、全体的に要素事業数が少なく、増額要
望に対して減額要望が多い傾向にあります。積極的な事業促進等により不用額の縮
減に努めてください。（受け入れ可能な市町村がなければ、減額できません。）

・特に３６Ｐについては、対象事業要件として「早期の効果発現（３年以内）が見込め
る事業」と明記されており、3年以内に事業完了しなければなりませんので、積極的な
事業促進が必要となります。

・３２Ｐについては、減額要望に対して増額要望の要望額・要素事業数が多いため、
１要素事業あたりの配分額も少額となっています。

・不用額を出さないよう、繰越制度の活用を積極的に行ってください。
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事業調整（不用額対策） 56

○令和4年度のスケジュールについて

認可変更及び事業調整のスケジュールについて

補助事業においては認可変更を２回
交付金事業においては事業調整を３回 を予定しています。

※交通安全補助（通学路緊急対策）における予算流用の詳細については改めてお知らせい
たします。

認可変更（補助事業）

１回目 実施通知（６月下旬） ⇒ 交付決定（８月下旬）
２回目 実施通知（１０月下旬） ⇒ 交付決定（１２月中旬）

※全体としては上記の２回を予定していますが、緊急性がありやむを得ない場合は随
時相談を受け付けておりますので、個別にお問い合わせ願います。

事業調整（交付金事業）

１回目 実施通知（７月中旬） ⇒ 交付決定（９月下旬）
２回目 実施通知（９月上旬） ⇒ 交付決定（１１月上旬）
３回目 実施通知（１１月中旬） ⇒ 交付決定（１月下旬）
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１４．その他情報提供
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公適債・緊自債の活用 58

○公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業）の概要（道路事業）

【制度概要】

地方公共団体において、道路の適正な管理を推進するために実施される地方単独事業に
ついて、地方財政措置を講じるもの。

【対象となる道路事業】
インフラ長寿命化計画等を踏まえて、補助事業や社会資本整備総合交付金事業と一体とし

て実施される以下の事業。
①舗装の表層に係る補修（例：切削、オーバーレイ、路上再生等）※簡易アスファルト舗装（全層）を含む

②小規模構造物の補修・更新（例：道路照明施設、道路標識、防護柵、防雪柵、側溝、機械設備、小型擁壁、カルバート（大型を除く）等）

③法面・斜面の小規模対策工（例：落石防止柵、植生工、モルタル吹付工、排水工、土留め工等）

＜舗装のオーバーレイ＞ ＜防護柵の取替＞

＜落石防止柵の取替＞

【地方財政措置】

元利償還金に対する交付税措置率３０～５０％（財政力に応じて）

※事業費は、一体的に実施する補助事業等と概ね同程度まで

実質的な地⽅負担 55〜73％

⼀般財源
元利償還⾦に対する
交付時措置30〜50％
（財政⼒に応じて）

90% 10%

起債
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公適債・緊自債の活用 59

○緊急自然災害防止対策事業債（緊自債）

○対象施設
・市町村道のうち、地方公共団体において災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するため、特に緊急に実施する
必要がある地域内の道路

○対象事業（老朽化対策が理由では対象となりません）
・災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止することを目的として、地方公共団体が策定する緊急自然災害防止対策
事業計画に基づき、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」と連携して実施される以下の地方単独事業
（期間：令和３年度から令和７年度）

①道路の法面・盛土の土砂災害防止対策
（例：落石防止柵、植生工、モルタル吹付工、排水工、土留工等）

②道路施設（小規模構造物等）の予防保全のための対策
（例：防雪柵、側溝、機械設備、小型擁壁等の対策、舗装の表層に係る対策等）

③渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策
（例：橋梁・道路の洗掘・流失対策）

④道路における無停電設備等に関する対策
（例：機械設備の整備、道路照明のLED化等）

⑤大雪時の車両滞留危険箇所に関する対策
（例：防雪施設、消融雪施設、除雪機械等の整備等）

○財政処置
・充当率100% 元利償還金に対する交付税措置率70%

※昨年度は年５回の募集がありましたが、全国的な予算が絡んでくるため、募集回数や時期については不明です。
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60ゾーン３０プラスの検討

・ゾーン３０プラスとは

ゾーン３０（警察による最高速度３０km/hの区間規制）
＋

物理的デバイス（例：ハンプ、スムーズ横断歩道など）

・ゾーン３０プラスの必要性

※日本の生活道路における対策は諸外国と比較して
遅れている現状。

生活道路における交通安全の向上を図り、
人優先の安全・安心な通行空間を整備

※看板や路面標示はより安全を意識したデザイン

可搬式ハンプを実
際に設置し、実証
実験を行った時の
写真になります。

国（開発局）では、
可搬式のハンプの
貸出し等を行って
おりますので随時
ご相談ください。
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61ゾーン３０プラスの検討

ゾーン３０プラスの整備や計画を新規で考えている場合は、随時ご相談ください。

現在、ゾーン３０プラスとして登録しない地区がありますが、改めて現在の対策
で問題が無いか等、確認する取組を継続的に続けていくため整備計画の登録
をお願いします。
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